
 

令和７年度 生活困窮者自立支援関係機関研修会  

【開催要綱】 
 

 

 

「居住支援を通じた地域づくり」 

 

近年の、複雑化・多様化した生活困窮者の生活課題に対応するためには、個別支援のみなら

ず、生活困窮者支援を通じた地域づくりを一体的におこなうことが求められています。 

また、持ち家のない単身高齢者数の増加に伴い、住居確保が困難な方に対する安定的な居住確

保に向けた支援ニーズは今後ますます高まることが想定されます。ホームレスだけではなく賃貸

住宅に入れない高齢者なども想定した居住支援の体制強化の必要性を背景に、令和６年生活困窮

者自立支援法改正で居住支援の強化が示されました。 

本研修会では、基調講演から居住支援を通じた地域づくりに必要なことを学び、実践報告や意

見交換を通じて、市町村社協・市町村行政担当課等の生活困窮世帯への支援者と、地域の身近な

存在である民生委員・児童委員や福祉委員、民間・ボランティア等の関係団体が、居住支援にお

けるそれぞれの役割や機能、連携・協働のポイントについて考えることを目的とします。 

 

■日時  令和 7 年１２月９日（火） 13:00～16:30 （12:30-受付） 
 

■会場   きらめきプラザ３階３０１会議室（岡山市北区南方２丁目１３－１） 

 

■主催  社会福祉法人 岡山県社会福祉協議会 

 

■対象   市町村社協、市町村行政担当課、自立相談支援機関、 
民生委員児童委員、福祉委員、保護司、地区社協、社会福祉法人、 
ボランティア団体、 居住支援法人ならびに居住支援団体 等 
定員８０名 （定員を超える申込があった際、参加調整等行う場合があります。） 

 
■参加 無料 

 

■講師 武田 英樹 氏 

    美作大学 生活科学部 社会福祉学科 教授 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

■申込方法 

「参加申込書」に必要事項をご記入の上、メールまたは FAX（添書不要）にて 

令和 7 年１1 月２5 日（火）までにお申込ください。 

この事業は、赤い羽根共同募金の配分を受けて実施しています。 

2002 年にホームレス支援団体を設立し、生活困窮者支援に取り組む。姫路市ホーム

レス自立支援連絡協議会・学術委員、姫路市ホームレス自立支援実施計画懇話会・

座⾧、赤磐市社会福祉協議会 居住支援事業準備委員会・委員⾧などを歴任。 

【略歴】 

1994 年 4 月～東加古川病院精神科、赤穂市民病院集中治療室等での勤務を経て、 

現在、美作大学社会福祉学科教授、岡山大学非常勤講師（関係行政論） 

取得資格：社会福祉士、介護福祉士、看護師、介護支援専門員 

専門：社会福祉の原理と政策 貧困に対する支援 

はじめて生活困窮世帯の支援等に

関わっておられる方もぜひ！ 

 



■プログラム ※内容は、状況により変更する場合がございます。 

13:00 開会 

13:10～
13:55 

基調講演／美作大学 教授 武田英樹 氏 

「居住支援を通じた地域づくりについて」 
 
 
 

 

13:55～
14:50 

実践報告・ディスカッション 

「赤磐市における居住支援にかかる取り組みについて」 
 

・赤磐市社会福祉協議会 生活支援課 課⾧ 藤岡 宏暁 氏 

（赤磐市くらし・しごと応援センター「あすてらす」所⾧） 
 
 
 
 

14:50～
15:00 

休憩 

15:00～
16:15 

情報共有・意見交換 
 
 
 
 

16:15～
16:25 

全体のまとめ 

16:30 閉会 

 
■駐車場について 

研修会での駐車場のご利用はできません。 
会場は障害のある方や高齢の方なども多く利用される 
施設であり、満車になると大きな不便と負担をおかけ 
することになります。会場へは公共交通機関のご利用、 
または車でお越しの方は、近隣の有料駐車場をご利用 
くださいますようお願いいたします。 
 

 
 
 
 
■お問い合せ・申込先 

 

 

 

社会福祉法人 岡山県社会福祉協議会 地域福祉部 （担当：山下峻・島田） 

〒700－0807 岡山市北区南方 2 丁目 13－1 岡山県総合福祉・ボランティア・NPO 会館 3 階 

TEL：086－226-2835 FAX：086－225－6602 MAIL：chiiki@fukushiokayama.or.jp 

制度改正のポイントについて押さえたうえで、生活困窮者支援を通じた 
地域づくりに向けて基盤となる視点について学びます。 

市町村行政／社協と民間団体や支援法人／民生委員や保護司等の地域の支援者等 

それぞれの立場・役割での、居住支援にかかる現状の取り組みや困りごと等を共

有し、これからの支援にむけて取り組んでいきたいこと等を話し合います。 

居住支援の実践から、専門職だけでなく地域の関係機関と連携・協働
し、要支援者を地域で見守り支えていくことの重要性、その方法（経
緯・過程）について学びます。 


